
青森県感染症対策連携協議会 

（第１回計画部会３） 

次   第 

【協議事項】 

１ 数値目標の設定の考え方等 

  （１）検査体制 

  （２）宿泊療養体制 

  （３）保健所体制 

  （４）人材育成（保健所職員、県職員及び保健所設置市職員） 

２ その他の予防計画記載事項（数値目標の設定がないもの） 

  （１）移送体制 

  （２）検疫所との連携体制 

  （３）市町村との情報共有のあり方及び患者情報の公表方針 

  （４）患者への差別・偏見の排除、正しい知識の普及啓発 

 

 

【資   料】 別紙 

【参考資料】 都道府県、保健所設置市及び特別区における予防計画作成のための手引き（事前配付済み） 

 

令和５年６月２８日（水） 

１５：３０～WEB 開催 

※マスコミオープン 
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保健所設置市 青森市 青森市保健所長 野村 由美子  

八戸市 八戸市保健所長 工藤 雅庸  

消防機関 青森消防長会 青森地域広域事務組合消防本部警防課長 門間 誠 代理出席 

保健所 東地方保健所 所長 立花 直樹  

弘前保健所 所長 齋藤 和子  

三戸地方保健所 次長 保木 卓也  

五所川原保健所 所長 鍵谷 昭文  

上十三保健所 次長 和栗 敦  

むつ保健所 次長 石澤 裕知  

地方衛生研究所 環境保健センター 所長 長谷川 寿夫  

検疫所 仙台検疫所青森出張所 出張所長 小長谷 正美 代理出席 

診療に関する 

学識経験者 

青森県感染症対策コーディネーター 大西 基喜 欠席 
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（１５人） 

 

○オブザーバー 

区分 所属 職 氏名 備考 

県 健康福祉政策課 総括主幹 妻神 義博 組織・人事担当 

県民生活文化課 課長代理 八木 靖弘 組織・人事担当 
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  青森県感染症対策連携協議会 第１回計画部会３（令和５年６月２８日開催） 資料 

１ 数値目標の設定の考え方等 

（１）検査体制 

国の考え方 県の現状等 論点 

①予防計画改定の概要【手引き 17～19ｐ】 

・地方衛生研究所等の体制整備の推進 

・都道府県と検査機関の間での検査等措置協定の締結を進め、発生時の検査体制を確保 

 

②数値目標の考え方等【手引き 54～58ｐ、73ｐ】 

数値目標 

検査の実施能力（件/日） 

地方衛生研究所等の検査機器の数（台） 

 

＜前提＞ 

数値目標における検査の対象 有症状者、濃厚接触者 

数値目標における検査の種類 核酸検出検査（PCR 検査等） 

※抗原検査の実用化は一定の時間が必要となると考えられることから、数値目標における検査の対象として想定しない 

 

＜流行初期（発生の公表後 1 か月以内）＞ 

 検査の実施能力 検査機器の数 

全体 A 件/日 

【考え方】 

協定締結医療機関（外来診療）における１日の対応

可能人数以上 

 

 

 

内 

 

訳 

地方衛生研究所等 B 件/日 

【考え方】 

新型コロナ対応で確保した体制を踏まえた最大検査

能力 

●台 

【考え方】 

検査の実施能力に該当する数 

医療機関（検体採取

及び検査の実施まで

行うものに限る）Ｃ１ 

C 件/日 

【考え方】 

C＝A－B 

 

 

民間検査機関等Ｃ２ 

 

参考：全国ベースの数値目標の目安 ３万件以上/日 

 

 

 

 

【新型コロナでの県の対応状況】 

・感染拡大のごく初期は、環境保健センターによる PCR

検査が中心だったが、比較的早期に感染症指定医療

機関などに PCR 等検査機器の整備が進み、検査体制

の主力を担った 

・並行して、その他の医療機関や民間検査機関の PCR

検査能力が拡充していき、検査業務委託契約により検

査体制を強化した 

 

【検査能力（核酸検出検査）】 

○環境保健センター 

最大１２０件/日 

※実際は検査機器操作可能な人員が不足しており、 

８０件/日が処理上限であった 

該当する検査機器 13 台（840 件/回） 

・PCR 検査機器７台（80 件/回×6＋160 件/回＝640 件/回） 

・リアルタイム PCR４台（40 件/回×４＝160 件/回） 

・全自動核酸検査機器２台（20 件/回×２＝40 件/回） 

 

○医療機関（自院で PCR 等実施） 

９６箇所 

最大２，５０４件/日（令和４年１０月調べ） 

 

○民間検査機関 

１箇所（1 日あたり件数上限なし） 

最大６７７件/日（令和４年２月実績） 

※環保センターがキャパオーバー時に利用 

 県外のため検体搬送から結果判明まで所要３日 

 

・新型コロナ対応では、次の流れで検体を搬送 

 医療機関が検体を採取→各保健所が回収→県庁に  

 集約→県庁職員が環保センターへ持ち込み（民間検 

 査機関に依頼する分は事業者が回収しに来庁） 

※自前で検査ができる医療機関には、行政検査委託 

・数値目標の設定にあたっては、協定

締結医療機関数（外来診療）や、そこ

で対応する患者数に関連づける必要

があることから、今後実施する医療措

置協定（外来診療）の事前調査の結

果を踏まえ、整理することとしたい 

 

・なお、青森市と八戸市は、地方衛生

研究所等を有しないことから、市の予

防計画に記載する数値目標（検査の

実施能力）を、県全体の検査の実施

能力と同じに設定することも可能とさ

れている 

・市の予防計画に記載する際のパタ

ーンが、手引き 57、58ｐに示されてい

るので、今後検討していただきたい 

（市独自ではなく、県と連携して検査

体制を構築する場合は、役割分担等

について検討する必要） 

 

 

・検査措置協定については、令和６年

度以降に着手し、令和６年９月末まで

の完了をめざしたい 

・具体的には、新型コロナで委託実績

のある民間検査機関などに、個別に

相談していくことを想定 

 

 

・効率的な検体の搬送体制について

も併せて検討が必要 

 

 

 

①外来診療での検体採取 
協定締結病院・診療所、臨時の医療機関※検体採取
センター等 での検体採取 計 ３００件・・A 

うち PCR 検査機器ある場合、自前で検査 ２５件・・C１ 

②検体搬送 

３００－２５＝２７５件 

③検体分析 

・地方衛生研究所 １２０件・・B 

・民間検査機関   １５５件・・C2 
２７５件 

＜参考イメージ＞ 
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＜流行初期以降（発生の公表後６か月以内）＞ 

 検査の実施能力 検査機器の数 

全体 A 件/日 

【考え方】 

協定締結医療機関（外来診療）数×新型コロナウイ

ルス感染症対応のピーク時における１医療機関当た

りの平均検体採取人数（※） 

 

 

 

内 

 

訳 

地方衛生研究所等 B 件/日 

【考え方】 

新型コロナ対応で確保した体制を踏まえた最大検査

能力 

●台 

【考え方】 

検査の実施能力に該当する数 

医療機関（検体採取

及び検査の実施まで

行うものに限る） 

C 件/日 

【考え方】 

C＝A－B 

 

 

民間検査機関等 

 

（※）以下のア×イ＋ウ×エで設定 

ア 各都道府県の協定締結病院数（外来診療） 

イ 各都道府県における過去最大の感染拡大時（2 か月程度）における G-MIS の「病院」の 

 「新型コロナウイルス検査実施（検体採取）総人数」について、1 病院の 1 日当たり平均の数 

 →「新型コロナウイルス検査実施（検体採取）総人数」÷「入力した病院の数」 

 

ウ 各都道府県の協定締結診療所数（外来診療） 

エ 各都道府県における過去最大の感染拡大時（2 か月程度）における G-MIS の「診療所」の 

 「新型コロナウイルス検査実施（検体採取）総人数」について、1 病院の 1 日当たり平均の数 

 →「新型コロナウイルス検査実施（検体採取）総人数」÷「入力した診療所の数」 

 

参考：全国ベースの数値目標の目安 50 万件以上/日（4.2 万機関×12 人/日） 

 

 

③予防計画記載時の留意事項【手引き 87～89ｐ】 

・検査体制のあり方について、民間の検査機関等も含めた連携体制について記載 

・新興感染症の発生を想定した地方衛生研究所等の計画的な人員確保・配置の方針を記載 

・国主催研修への派遣や、地方衛生研究所等自ら研修を行うなど、検査機能の向上を図るための方策について検討 

・緊急時を想定した検査機器等の設備の整備、検査試薬等物品の確保の方針について検討 

・目標値を踏まえ、医療機関や民間検査機関との検査体制に係る協定について記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

県全体の数値目標の計算式 

ア × イ（２６人/日）  ＋  ウ × エ（９人/日） 

 

※イ及びエは、令和４年７月１５日～９月１４日における 

  G-MIS の平均検体採取人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・環境保健センターの人員の確保や

配置、設備整備等の方針について

は、県の予算や人事担当部局との調

整が必要な事項であり、引き続き県で

検討する 

（→現段階での予定や方針について

環境生活部から意見聴取） 
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（２）宿泊療養体制 

国の考え方 県の現状等 論点 

①予防計画改定の概要【手引き 38、39ｐ】 

・民間宿泊業者等と感染症の発生及びまん延時の宿泊療養の実施に関する協定を締結すること等により、 

 平時から宿泊施設の確保 

・民間宿泊業者等との協定だけでは十分な体制の確保が図れない場合等は必要に応じて公的施設の活用を併せて検討 

 

②数値目標の考え方等【手引き 58、59、74ｐ】 

＜数値目標＞ 

確保居室数（室） 

 

＜流行初期（発生の公表後 1 か月以内）＞ 

（流行初期は入院医療を中心とした体制になることが考えられるが、重症者を優先する医療提供体制への移行を想定） 

・令和２年５月頃の宿泊施設の確保居室数を目指して確保 

 ※この時点で宿泊施設を確保していなかった場合は、立ち上げた時点における宿泊療養の確保居室数を目指して確保 

  参考：全国ベースの数値目標の目安 1.6 万室 

 

＜流行初期以降（発生の公表後６か月以内）＞ 

（新型コロナ対応における最大の確保数） 

・令和４年３月頃の宿泊施設の確保居室数を目指して確保 

 参考：全国ベースの数値目標の目安 7.3 万室 

 

【新型コロナでの県の対応状況】 

・感染状況に応じて、確保室数や運用方法等を 

変更しながら、必要な室数を適時適切に確保 

 

 

 

 

 

【確保居室数】 

＜令和２年５月頃＞ 

・３０室確保（青森市：１施設） 

 

 

 

 

＜令和４年３月頃＞ 

・９２０室確保 

（青森市、弘前市、八戸市、むつ市：８施設） 

令和４年３月の平均利用人数１１４人/日 

（平均稼働率１２.４％） 

全期間を通じた最大利用人数３１６人/日 

（最大稼働率４９．４％） 

 

 

 

 

 

 

 

・動線の分離ができない場合は、1 棟全部を借り上

げる必要があった（県内の宿泊施設はフロアで動線

分離できないことの方が多い） 

・また、確保できた施設は、中小規模が多く、目標の

居室数を確保するためには、複数施設を借り上げる

必要があり、医療スタッフの確保が課題となった 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜流行初期の数値目標＞ 

 国の考え方に準じて、３０室としたい 

 １０室×３地域＝３０室 

 

 

 

＜流行初期以降の数値目標＞ 

 国の考え方に加え、稼働率及び地域

バランスを勘案し、 

 １５０室×３地域＋５０室×３地域 

 ＝６００室 としたい 
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③予防計画記載時の留意事項【手引き 95～97p】 

＜施設確保関係＞ 

・保健所設置市において、宿泊施設の確保を行う場合は、都道府県と保健所設置市の役割分担について記載 

・新興感染症発生時の宿泊施設としての活用について、平時から民間宿泊施設と協議を進め、確保の方法について記載 

・流行初期段階の公的施設の活用方針等についても検討し、利用が想定される施設名等を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜運用関係＞ 

・感染症の発生・まん延時に円滑に宿泊施設を運営できるよう、新型コロナ対応のノウハウを宿泊施設運営業務マニュアル 

 に取りまとめる必要 

・施設の運営・宿泊療養者の管理に必要な人員体制、資機材について想定し、定期的に点検 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・公的施設の活用実績はむつ市の 1 施設のみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・令和２年度は県職員による直接運営 

・令和３年度以降は、施設の確保から運用まで一括

で民間事業者に委託 

・業務マニュアルは作成済み（人員体制や資機材等

についても記載あり） 

 

・民間宿泊業者等との協定（協議）につ

いては、令和６年度以降に着手し、令和

６年９月末までの完了をめざしたい 

・具体的には、新型コロナで実績のある

ホテルや、国からの協力要請に応じた大

手宿泊事業者に相談しながら、条件等

を整理し、進めていくことを想定 

 

・併せて、宿泊療養者等への医療の提

供に係る医療措置協定の締結も進める

必要 

 

・公的施設の活用については、適切な施

設があるか、市町村の協力を得ながら検

討したい 

（平時から宿泊業を営むような公的施設

が対象であり、研修施設等は想定しな

い） 

 

・青森市と八戸市が宿泊施設を確保する

場合は、県との役割分担について検討

が必要 

（例えば、宿泊施設の確保交渉、運営ス

タッフ等人員の確保、資機材の準備等

は中核市、医療スタッフの確保は県で行

うなど。連携する場合は、同一圏域の町

村の受入れについても協議が必要） 

 

 

・業務マニュアルは新型コロナで作成し

たものを必要に応じて見直すこととした

い 
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（３）保健所体制 

国の考え方 県の現状等 論点 

①予防計画改定の概要【手引き 44～46ｐ】 

・保健所における危機管理体制を強化 

・感染症有事の際の保健所外部からの応援体制としての IHEAT の整備 

 

 

②数値目標の考え方等【手引き 60、61、77ｐ】 

＜数値目標＞ 

保健所における流行開始から 1 か月間において想定される業務量に対応する人員確保数（人） 

IHEAT 要員の確保数（IHEAT 研修受講者数）（人） 

 

＜前提＞ 

・新興感染症の流行開始（発生の公表）と同時に感染症有事体制に移行 

→流行開始から 1 か月間の業務量に十分対応可能な感染症有事体制を検討（※） 

 当該体制を構成する職員（保健所職員、本庁等からの応援職員、IHEAT 要員等）を確保 

（※）例えば、新型コロナウイルスがオミクロン株に変異したいわゆる「第６波」と同時期の感染が流行初期に発生した場合 

  の、流行開始から 1 か月間の業務量に対応可能な人員を想定 

・平時から ICT を活用（業務の効率化を推進） 

・流行開始から外部委託や都道府県への業務の一元化、派遣職員の活用等を推進 

・当該体制を構成するすべての職員が、実践型訓練を含めた感染症対応研修を年 1 回以上受講 

 

＜数値目標（流行初期）＞ 

・保健所における流行開始から 1 か月間において想定される業務量に対応する人員確保数 

 ※保健所ごとの内訳も記載 

・IHEAT 要員の確保数 

 ※各都道府県等で確保している IHEAT 要員のうち、過去１年以内に IHEAT 研修を受講した人数（年度末時点）を記載 

【新型コロナでの県の対応状況】 

・保健所職員が担っていた各種業務の外部委託

や、専門職を始めとする人的支援等により、県及び

中核市保健所での業務を円滑に実施 

・県保健所、中核市保健所、県保健医療調整本部

が定期的に感染状況や課題を共有しながら、全県

的に統一した方針のもと対応 

・一方で DX の活用に課題 

 

・また、 IHEAT 要員に対する研修については、令

和５年度以降、保健所設置自治体に実施を求めら

れており、研修計画を策定する必要 

  青森県への支援選択登録者数 

  （令和５年６月１日現在） 

   ２６８人 うち県内在住１１３人 

 

 

第６波：令和４年１月～４月における保健所支援 

「その他」は獣医師、DMAT 等 

「IHEAT」のみ中核市への派遣を含む 

 １月 ２月 ３月 ４月 

県庁 94 人 131 人 74 人  

市町村 385 人 255 人  26 人 

IHEAT 100 人 247 人 324 人 371 人 

県民局 271 人 958 人 678 人 229 人 

その他 14 人 56 人 19 人  

計 864 人 1,647 人 1,095 人 626 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・数値目標については、国の考え方に

準じ、各保健所から報告を求め、その

数値の積み上げにより設定したい 

（報告については別途依頼） 

 

・IHEAT 要員に対する令和５年度の研

修計画については、現在検討中 

 

保健所が実施する 
感染症対応業務 

 ・積極的疫学調査 

 ・健康観察 

 ・電話相談 

 ・移送         等 
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③予防計画記載時の留意事項【手引き 102、103p】 

・感染症対応における保健所業務の役割分担と、関係機関との連携を含めた体制について記載 

・健康観察や入院調整等の業務について、保健所と医療機関等の関係機関との役割分担や連携に係る事項について記載 

・感染症危機発生時における保健所の人員体制、応援派遣の受入れ体制等について記載 

 ※対象職種、育成目標、研修内容（想定される研修会等）及び参加人数（育成人数）等を整理 

・都道府県等は、予防計画で数値目標として定めた保健所の人員確保及び即応人材としてのIHEAT要員の確保にあたって、  

 保健所と連携して適切な体制を構築 

・都道府県等は、保健所による健康危機対処計画の策定を支援し、保健所が策定する健康危機対処計画の実現に 

 必要な予算、人員、物資を確保 

・都道府県等は、予防計画に都道府県等と保健所の役割分担を明確に記載するとともに、都道府県において一元化する可能 

 性がある業務やその時期についても記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・保健所の人員の確保や業務の DX

化、それらに伴う予算については、そ

れぞれの設置自治体で検討を進める

必要 

 

・県における本庁等からの応援体制に

ついては、鳥インフルエンザ防疫作業

時の動員体制なども参考にしながら、

速やかに職員を招集できる体制の構

築に向けて検討していきたい考え 

 

・健康危機対処計画には、新興感染

症発生時における有事体制（フェーズ

に応じた増員や受援体制等）や、業務

の絞り込みなどを記載することが想定

される。新型コロナでの課題等を踏ま

え、実態に即したマニュアルとするた

めに書き込むべき内容について意見

を伺いたい 
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（４）人材育成（保健所職員、県職員及び保健所設置市職員） 

国の考え方 県の現状等 論点 

① 予防計画改定の概要【手引き 43ｐ】 

・保健所職員等の研修・訓練について数値目標を設定 

 

② 数値目標の考え方等【手引き 59、60、75、76ｐ】 

＜数値目標＞ 

研修、訓練の回数（回） 

 

＜保健所＞ 

都道府県や保健所が主催する研修や訓練を年１回以上 

 対象 

  ・感染症有事体制に構成される人員（全員） 

    ※保健所職員、本庁等からの応援職員、IHEAT 要員、市町村からの応援派遣等 

 研修・訓練の内容 

  ・初動対応の訓練など、感染症有事における早期の体制確立に資する内容 

  ・必要に応じて、ＰＰＥを着用した訓練等の実施も想定 

 

＜都道府県職員等＞ 

都道府県や保健所設置市が主催する研修や訓練を年１回以上 

（国や国立感染症研究所等が実施する研修への派遣を含む） 

 対象 

  ・主に感染症対策を行う部署に従事する職員（地方衛生研究所職員を含む） 

 研修・訓練の内容 

   ・関係機関と連携した PPE の着脱や移送に係る研修・訓練等を想定 

 

 

 

【新型コロナでの県の対応状況】 

・これまで保健所が主体的に行っていた新型インフ

ルエンザ等感染症発生時の初動対応に係る関係機

関との実働訓練が、新型コロナ対応のため、３年間

できなかった 

 

・新型コロナ対応に係る研修については、AICON と

連携し、継続して実施（年２回） 

 

・国の考え方に準じて、 

保健所職員、都道府県職員及び保健所

設置市職員を対象とする研修・訓練を年

１回以上実施することを数値目標とした

い 

 

・研修・訓練の実施内容は、今後、事業

化・予算化する中で検討 

 

・今後、各保健所で実動訓練を再開して

いくことになるが、効果的な研修内容等

について意見を伺いたい 
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③予防計画記載時の留意事項【手引き 100、101p】 

・国が実施する研修等に都道府県等職員を派遣する計画について記載 

・都道府県等による研修・訓練の実施に関する事項について記載 

・都道府県等及び保健所は、感染症有事体制に構成される人員を対象に、全員が年１回以上受講できるよう、 

 保健所における実践型訓練を含めた感染症対応研修・訓練を実施すること 

・IHEAT 要員の養成・登録・管理・資質向上に関する事項について記載 

・保健所設置自治体及び保健所は、IHEAT 要員に対し、実践的な訓練を含む研修を、少なくとも年１回受講させる 

・また、当該研修を受講した IHEAT 要員に対し、国が実施する感染症の高度な研修等への受講を促す 
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２ その他の予防計画記載事項（数値目標の設定がないもの） 

（１）移送体制 

国の基本指針 県の現状等 取組の方向性 

①予防計画改定の概要【手引き 36、37ｐ】 

以下の事項を検討することを基本指針で明示 

・移送に係る人員体制に係る事項、消防機関等との役割分担・連携に係る事項 

・新興感染症発生時の移送体制に係る事項、圏域を越えた移送について 

 

②予防計画記載時の留意事項【手引き 93、94p】 

・感染症患者の移送にかかる基本的な考え方を記載 

・新興感染症発生時の他、一類感染症・二類感染症について、国の考え方等を参考にしながら、移送に係る人員体制に

係る役割分担を定め、記載 

・移送に必要な車両の確保や、民間事業者等への委託及び消防機関との連携等についても記載 

※例えば、軽症者、重症者、配慮が必要な方、等に区分し、搬送主体を決めておく 

 

（参考）新型コロナ対応時の移送対応例 

区分 新型コロナの移送対応例 

自宅⇒ 

    医療機関 

流行初期 軽症者も含め陽性者全員が入院となる

間は、保健所等が移送（自治体直営の

例が多い） 

重症者は救急搬送 

（消防機関又は民間事業者） 

第５波以降 軽症者は民間委託又は保健所等によ

る移送 

宿泊施設⇒ 

     医療機関 

通期 救急搬送（消防機関又は民間事業者） 

※宿泊施設から医療機関に移送される例は、症状が急変し、入院が必

要になる例が大部分であるため、救急搬送が基本となることが多い 

医療機関⇒ 

     医療機関 

    （後方医療施設） 

通期 医療機関（又は保健所） 

※医療機関同士の移送については自治体が関与しない例も多い 

 また、後方医療施設への移送は患者の症状が落ち着いている場合が 

 多い 

 

 

 

 

 

【新型コロナでの県の対応状況】 

・感染症患者は、自宅から宿泊療養施設や医療機

関に移動する際、自家用車等で移動できない場

合、保健所が移送 

・重症者は救急搬送 

・令和３年から、移送業務をタクシー事業者に委託し

ようとしたが、一般競争入札に参加する事業者がな

かった 

（→感染リスクや風評被害へのおそれ） 

・結果的に、宿泊療養施設の運営を受託していた事

業者が移送業務も請け負った 

 

 

〇県の感染症患者移送車両（以前から保有） 

東地方保健所 １台 

弘前保健所 １台 

三戸地方保健所 １台 

※国庫で整備した感染症患者移送専用車両 

 

〇新型コロナで整備した車両 

弘前保健所 １台 

五所川原保健所 １台 

上十三保健所 １台 

※平時には、その他の保健所業務でも使用 

 

〇運転技能技師 

健康福祉部付き・・・４人 

うち保健所付き２人（弘前保健所のみ） 

うち児童相談所付き１人（中央児相） 

うち福祉事務所付き１人（上北福祉） 

※このほかは、各合同庁舎の集中管理による 

 

 

【役割分担】 

・新型コロナでの対応実績を踏まえ、移

送に係る県、保健所、消防機関、民間事

業者の役割を整理 

（保健所による移送を基本としながら、感

染拡大時に対応できる体制を整備する

必要） 

 

【委託】 

・感染症有事における移送業務をタクシ

ー事業者に委託できる環境を平時から

整備する必要 

・タクシー事業者も含め、広く県民に対

し、感染症に関する正しい知識の普及

啓発が重要 
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（２）検疫所との連携体制 

国の基本指針 県の現状等 取組の方向性 

①予防計画改定の概要【手引き 15ｐ】 

・自治体と検疫所の連携強化 

 

②予防計画記載時の留意事項【手引き 83、85p】 

・検疫所長は、入院の委託について必要に応じて、医療機関の管理者と協議し、協定を締結 

・当該協定を締結しようとするときは、あらかじめ医療機関の所在地を管轄する都道府県知事の意見を聴く 

・当該協定を締結したときは、医療機関の所在地を管轄する都道府県知事に対し、遅滞なく、当該協定の内容を通知する 

・各都道府県の入国者が検疫所にて感染症の保有が明らかになった場合の連携体制について記載（隔離、停留を行うに

当たって必要となる療養施設等の確保や連絡体制など） 

【新型コロナでの県の対応状況】 

・青森空港の国際線再開時に、検疫所が隔離・停留

を行った場合における宿泊施設や移送手段の確保

について、関係機関で協議し、体制を整備した 

 

・青森港の国際クルーズ再開時も同様に、関係者で

協議し、対応を確認した 

・まずは検疫所の取組や体制を確認した

うえで、県や保健所設置市の役割等を

検討していく必要 

 

・連絡体制については、新型コロナ対応

で作成した関係者間の連絡網を適宜更

新し、今後も活用したい（県と中核市の

両方に情報が入る仕組みを維持） 

 

 

（３）市町村との情報共有のあり方及び患者情報の公表方針 

国の基本指針 県の現状等 取組の方向性 

①予防計画改定の概要【手引き 38、39p】 

・都道府県等は、外出自粛対象者の健康観察や生活支援等に当たっては、積極的に市町村（保健所設置市を除く）と連

携し、必要な範囲で患者情報の提供を行うこと 

・なお、市町村の協力を得る場合は、都道府県連携協議会等を活用し、あらかじめ情報提供の具体的な内容や役割分担、

費用負担のあり方について協議しておくことが重要 

 

→市町村との役割分担について、具体的な業務内容と役割、費用負担のあり方を協議し、記載 

 

 

 

②予防計画記載時の留意事項【手引き 80、84p】 

・市町村は、自宅療養者等の療養環境の整備等、都道府県が実施する施策への協力や感染状況等の情報提供、 

相談対応を通じて住民に身近な立場から感染症の発生及びまん延の防止を図る必要 

 

・都道府県知事は、情報（新興感染症の発生の状況、動向及び原因に関する情報に限る。）の公表に関し、 

当該情報に関する住民の理解の増進に資するため必要があると認めるときは、市町村長に対し、必要な協力を求めること

が重要 

・また、当該協力のために必要があると認めるときは、協力を求めた市町村長に対し、個人情報の保護に留意の上、 

患者数及び患者の居住地域等の情報を提供することができる 

 

→感染症の情報公表に関する市町村長との連携体制について記載 

→新型コロナ対応を踏まえた患者情報の公表の方針について記載 

【新型コロナでの県の対応状況】 

・法改正前は、患者情報を市町村に提供することが

できなかったため、自宅療養者等の療養支援（生活

物資の援助等）を市町村に実施してもらうことができ

なかった 

 

 

 

 

 

 

・患者情報については、職業や行動歴等の情報を

公表されることで、個人の特定や風評被害につなが

ることが懸念されたため、関係機関と意見交換の

上、令和２年９月に公表基準を策定 

 （居住地は管轄保健所ごと、職業は非公表、行動

歴は原則非公表、不特定の濃厚接触者が疑われる

場合のみ公表） 

 

・その後も、感染拡大の状況に応じて、適宜、公表

項目を見直し 

・自宅療養者の支援や住民相談につい

ては、市町村に担ってもらえるように働き

かけをしていくとともに、市町村が実施で

きる仕組みを検討する必要 

・当該協力のために必要な情報の項目、

情報提供の方法について整理が必要 

・併せて、国、県、市町村の負担割合や

負担方法等について整理していく必要 

 

 

 

・患者の公表基準については、患者の

人権やプライバシーに配慮し、感染拡大

防止に資する情報のみを公表することを

基本としながら、流行した感染症の性状

や感染拡大の状況、感染経路の特徴な

どを踏まえて決める必要 

（発生初期にじっくり検討している暇はな

く、平時から、何を基準にどの項目を公

表するべきか議論し、整理しておくことは

重要） 

 



11 

 

 （個人の感染経路や個別のクラスターに関する情

報→圏域ごとや県全体の感染動向がわかる情報

へ） 

・新型コロナにおける県の公表のあり方について

は、例えば、「振り返り」における専門家会議委員の

一人から、不適切ではなかったとの意見が出されて

いる 

 

・感染症患者の居住地については、過半数の市町

村が管轄保健所ごとの公表を希望した一方で、一

部から市町村ごとの公表を望む声があった 

 

・住民への情報提供に当たっては、過度

な不安を与えないように配慮する必要 

 

・県と中核市で公表基準を共有し、統一

的な対応をとる必要 

 

 

 

 

（４）患者への差別・偏見の排除、正しい知識の普及啓発 

国の基本指針 県の現状等 取組の方向性 

○予防計画記載時の留意事項【手引き 104、105p】 

・地方公共団体は、患者等への差別や偏見の排除等のため、国に準じた施策を講ずるとともに、相談機能の充実等住民に 

 身近なサービスを充実することが重要 

・報道機関においては、個人情報に注意を払い、感染症に関し、誤った情報や不適当な報道がなされたときには、速やか 

 にその訂正がなされるように、国及び都道府県等は、報道機関との連携を平常時から密接に行う等の体制整備を図ること 

 が重要 

 

 →患者等への差別や偏見の排除、感染症についての正しい知識の普及に関する取組事項について記載 

 →患者情報の流出防止のための具体的方策について記載 

【新型コロナでの県の対応状況】 

・感染拡大初期（令和２年度）には、感染症患者の

個人の特定、差別、嫌がらせ、医療従事者等に対

する排除的な対応などの誹謗中傷が見受けられた 

 

・県では、県民への呼びかけや人権配慮の気運醸

成に向けた広告活動等を実施したが、誹謗中傷を

懸念し、職場や周囲への積極的疫学調査を拒む事

例が散見された 

 

・「振り返り」における専門家会議委員の一人から、

「誹謗中傷を許さない、誹謗中傷がない社会を目指

すというメッセージを示すため、条例の整備、インタ

ーネット上の誹謗中傷等の書き込みに対するモニタ

リングの業務外注等、一層の強化等の諸施策も考え

得る選択肢があった」という意見が出されている 

 

【現行の予防計画の記載内容】 

・広報誌等を活用した啓発 

・パンフレットの作成 

・キャンペーンや各種研修会の実施 

・教材の作成 

・学校や職場を活用した普及啓発 

・保健所による住民等に対する情報提供

及び相談等の実施 

・情報流出防止のための関係職員に対

する研修等（個人情報保護に関する知

識及び意識の向上） 

・平常時からの報道機関との密接な連携 

 

 

→追加・修正すべき内容等について意

見を伺いたい 

 

 

 

【手引き】都道府県、保健所設置市及び特別区における予防計画作成のための手引き（令和５年５月） 

 


